
                                                                               [参考３]
 主要連携施策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事　　　　　項 内　　　　　　　　容
金額
（億円）

番
号

個性と工夫に満ちた魅力ある都市と地方
○ 民間都市開発への支援の充
実による都市再生

都市再生特別措置法に基づく都市再生緊急整備地域等におい
て、民間の資金や能力を都市開発に振り向け、都市再生を強力
に推進するための取り組みを推進する。

251

○ 都市再生に資する交通結節
点整備の推進

鉄道駅等の交通結節点において、地方公共団体、鉄道事業者等
の連携のもと、都市機能の集積、利用者の利便性・快適性の向
上を図り、都市の再生を一層推進するため、地域における関係
者からなる協議会を設置するなど必要な環境整備を行うととも
に、交通結節点における駅前広場や自由通路等の施設整備を促
進する。

537

○ ボトルネック踏切の除却・改
良、ＴＤＭ施策の推進等によ
る都市交通の円滑化

都市再生を図るため連続立体交差事業等によりボトルネック踏
切の解消等を推進するとともに、新交通システムやＬＲＴ等公
共交通の利便性の向上、パークアンドライド等ＴＤＭ施策を推
進する。

4,099

○ 美しい水辺都市の再生（高規
格堤防とまちづくりの一体的
な整備）

河川沿いの木造密集市街地など、治水・都市防災の観点から整
備の必要性の高い既成市街地を安全・安心な水辺都市に転換す
るために、市街地整備と高規格堤防整備を連携を図って推進す
る。

313

○ 港湾における国際競争力強
化のためのｿﾌﾄ･ﾊｰﾄﾞ一体と
なった取組
（海上ﾊｲｳｪｲﾈｯﾄﾜｰｸの構築）

ＩＴを活用した航行規制の効率化や高度船舶技術による高速航
行船舶の技術要件の検討等のソフト施策と、国際幹線航路整備
や中枢・中核国際港湾の整備等のハード施策を有機的に組み合
わせることにより、船舶航行の安全性と海上輸送の効率性を両
立させた海上交通環境を整備する。

1,151

○ 空港・港湾等の拠点と道路・
鉄道等のアクセスの強化

港湾・空港等の拠点及び高規格幹線道路並びにこれらを接続す
る道路・鉄道等の重点的な連携整備と機能向上により、スピー
ドアップと乗り継ぎ、積み替えの円滑化や我が国産業の国際競
争力の強化を図るとともに、利用者が求めるドア・ツー・ドア
のサービスを環境にやさしく適切なコストで提供する。

1,764

○ 東京湾臨海部における基幹
的広域防災拠点の整備と広
域防災拠点ネットワークの形
成

東京湾臨海部の有明の丘地区と東扇島地区において、適切な機
能分担により全体として一つの機能を発揮できるように基幹的
広域防災拠点を整備するとともに、広域防災拠点ネットワーク
を形成する。

3

○ 地域ブロックの形成支援（市
町村合併支援）

合併市町村の一体化を促進するため、新市町村内の公共施設等
の拠点を連絡する道路等について、短期間で整備が図られるよ
う総務省の地方財政措置と連携し重点的に整備を行う。

371

○ ＮＰＯとの連携や地域の創意
工夫を活かしたまちづくりの
推進

地方都市等の既成市街地において、NPO等民間のまちづくり活
動と連携し、その支援などを含む地域の創意工夫を活かした総
合的なまちづくりを推進する。

896

○ 総合的な観光振興対策の推
進

地域の観光振興の自主的取組みを、国土交通省がソフト・ハー
ドの両面から総合的に支援する観光交流空間づくりモデル事業
を創設する。このためソフト・ハード連携施策の調査・検討及
びモデル地域におけるＮＰＯとの連携施策を実施する。

1,011

○ 土地の流動化・有効利用の
推進

都市部における地籍調査や低・未利用地の有効活用について
は、事業担当部局と調整を図りつつ実施箇所を選定し、強力に
推進する。

211

○ 不審船・工作船・テロ事案等
対策の推進

不審船・工作船事案対応能力の強化、テロ対策のためのＩＣＡ
Ｏ「航空保安行動計画」への拠出等により、不審船・工作船・
テロ事案対策を一体的に推進する。

138



○ 水害・土砂災害・高潮等に対
して脆弱な都市・地域構造の
打破

・河川、下水道等が一体となった流域整備計画を策定及び地下
貯留施設を共同で整備する。
・河川・鉄道連絡調整会を地方ブロックごとに毎年開催し、鉄
道橋梁の架替えについて鉄道事業者、河川管理者の協調を促
し、相互の協力体制の確保を図るとともに、治水上ネックと
なっている橋梁の改築を促進する。
・都市部の海岸保全施設の大規模な改修や高潮ハザードマップ
の作成支援などソフト・ハードが一体となった総合的高潮防災
体制の確立を図る。

4,680

○ アウトカム目標の提示と事業
の重点化による密集市街地
の解消

都市再生プロジェクト（第三次決定）を踏まえ、防災上危険な
密集市街地解消の施策目標を提示し、自主的な取組みを促すた
め、情報の公開を推進するとともに、密集市街地の緊急整備を
推進するため、各種面的整備事業の連携により重点的な実施を
図る。

385

○ 犯罪に対して抵抗力のあるま
ちづくり

警察部局等関係者との連携体制を整備するとともに、住宅の防
犯に係る技術、設計手法等の開発、普及、住宅による取り組み
の支援等を行い、防犯性の高い安全な住まいづくり、まちづく
りを推進する。

13

○ 東南海地震等大規模地震防
災対策の推進

地震・地殻変動観測体制の強化、津波浸水予測及びハザード
マップ作成支援などのソフト面での対策と、海岸保全施設の整
備、内陸・沿岸での避難地・防災活動拠点の整備や重要施設の
耐震対策推進などハード面での対策を組み合わせた、総合的な
大規模地震対策を推進する。

554

公平で安心な高齢化社会・少子化対策
○ 公共交通機関・歩行空間等
のバリアフリー化の推進

鉄道駅におけるエレベーター等の整備、道路に関した幅の広い
歩道の設置、段差・傾斜・勾配の改善、ノンステップバス、低
床式路面電車システム（ＬＲＴ）の導入等により、駅やその周
辺の道路等のバリアフリー化を重点的かつ一体的に推進し、ま
ちなかから交通機関まで連続したバリアフリー環境を整備す
る。

2,386

○ 高齢者等が安心して居住で
きる環境の実現

厚生労働省との連携により、公営住宅等に併設・合築する生活
援助員（ＬＳＡ）のサービス拠点となる高齢者生活相談所に対
する補助を行うとともに、バリアフリー化された公営住宅等と
日常生活支援サービスの提供を行うシルバーハウジングを実施
する。

285

○ 災害弱者関連施設の保全 厚生労働省・文部科学省等と連携して全国の災害弱者関連施設
について緊急点検した結果をもとに、災害弱者関連施設に係る
土砂災害対策を推進する。

324

循環型社会の構築・地球環境問題への対応
○ モーダルシフト等の推進 鉄道貨物輸送力増強、次世代内航船の研究開発等による鉄道、

海運の競争力強化を図るとともに、幹線物流の環境負荷低減等
に向けた取り組みについて支援する。 16

○ 低公害車の開発・普及の促
進

地球温暖化や大都市を中心とした大気汚染問題に対処するた
め、次世代低公害車の開発を促進する。また、大都市及び観光
地等において低公害バス・トラックの普及を促進する。 31

○ 燃料電池の実用化・普及 燃料電池自動車について、車両の安全・環境に関する基準を策
定するとともに、道路維持管理用車両に率先導入することによ
り、実用化・普及を促進する。また、燃料電池の住宅への導入
に向けた技術開発を推進するため、用途や規模、立地等を勘案
してモデル的実証実験を実施し、実用化を検討する。

26

○ 国際的な協調・連携や監視・
観測体制の強化等

地球環境問題解決のためのクリーン開発メカニズム推進等国際
的な連携強化を行うとともに、海面上昇監視体制の強化、黄砂
に関する情報の提供等を一体的に実施することにより地球環境
問題への対応を推進する。

5



○ 自然再生に資する事業の推
進

・環境省や農林水産省等と連携し、河川の蛇行復元や河畔林・
渓畔林等の整備、乾燥化傾向のある湿地の再生等の対策を行う
自然再生事業を推進する。
・治山事業と連携して施設等の整備計画を一体的に策定し、砂
浜の保全・再生を図り、日本の海岸の原風景である「白砂青
松」の美しい景観を創出する。
・港湾、漁港、ダム、砂防、河川等各事業と連携し、総合的な
土砂管理を促進し、美しい渚の創生を図る。
・ダムを活かした地域活性化を図るため、ダム周辺の自治体や
住民等が共同で策定する水源地域ビジョンの支援等を、河川
局、土地・水資源局、都市・地域整備局が連携して実施する。

1,123

○ おいしい安全な水の確保・公
共用水域における水質保全

・河川と下水道等が連携して、行動計画を策定し、水量・水質
を改善する「清流ルネッサンス」を推進すること等により、お
いしい安全な水を確保する。
・河川事業と下水道事業の連携による初期降雨時の汚濁した雨
水排水の処理を行う。
・重要湖沼において河川部局・下水道部局・農政部局及び関係
者等が共同で策定した湖沼水質保全対策行動計画に基づいた浄
化対策を行う。
・国土交通省、農林水産省、環境省が連携して、都道府県構想
（全県汚水適正処理構想）に基づき、それぞれの汚水処理施設
の特色を生かした整備を実施するとともに、共同で利用できる
施設を下水道事業で実施することにより、汚水処理施設の効率
的な整備を図る。

3,559

○ ＤＰＦ・酸化触媒の導入支援
による自動車の低公害化の
促進

ＤＰＦ・酸化触媒の装着に対する補助の対象について、自動車
ＮＯＸ・ＰＭ法対策地域へ流入する大型ディーゼル車を追加する
ことにより、沿道環境の早期の改善を図る。

40

人間力の向上・発揮－教育・文化、科学技術、ＩＴ

○ 交通サービスのＩＴ等新技術
の活用による高度化

ＩＣカード等を活用した都市複合型プログラムの開発、マルチ
モーダル交通情報提供システムの戦略的高度化等を一体的に実
施することにより、利便性の高い交通サービスの多様な形での
提供を実現する。

11

○ ＩＴを駆使した災害予測など情
報防災の推進

・防災関係機関をはじめ広く一般の国民が、分かり易い気象・
災害情報を手軽に入手し、活用することができるように、「防
災情報提供センター（仮称）」を設け、気象や災害などに関す
る情報を、光ファイバーネットワーク等を活用して集約し提供
することとしており、防災情報を収集するために必要となる監
視・観測機器等の整備を実施する。
・活火山地域における火山の監視体制の整備について、河川局
と気象庁等が連携して実施する。
・海岸省庁（国土交通省、農林水産省、水産庁）が連携し、光
ファイバー等を活用した広域的な情報収集や施設の一元的な制
御を行う津波・高潮防災ステーション等を整備する。

198

○ 光ファイバー収容空間ネット
ワークの整備によるFTTH
（ファイバー・ツー・ザ・ホー
ム）の支援

道路、河川、港湾等の公共施設管理用光ファイバー収容空間の
整備等により、公共の光ファイバー収容空間の全国ネットワー
ク化を図るとともに、透明性の高い利用ルールの下で迅速な開
放を進め、超高速ネットワーク環境の構築を支援する。

261


